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2021年７月 16日  

各 位 

 

会 社 名 ナ イ ス 株 式 会 社 

代表者氏名 取 締 役 社 長 杉 田 理 之 

（コード番号 8089 東証一部） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 木 口 直 克 

（TEL.045-521-6111） 

 

 

 

 

株式会社ヤマダホールディングスとの資本業務提携、 

第三者割当による新株式の発行及び主要株主の異動に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社ヤマダホールディングス（以下「ヤマ

ダホールディングス」といいます。）との間における資本業務提携契約（以下「本資本業務提携」といい

ます。）の締結を決議し、ヤマダホールディングスに対し、第三者割当による新株式（以下「本新株式」

といいます。）の発行を行うこと（以下「本第三者割当増資」といいます。）について決議いたしました

ので、お知らせいたします。また、本第三者割当増資に伴い当社の主要株主の異動が見込まれますので、

併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ. 本資本業務提携の概要 

 

１．本資本業務提携に至る経緯・目的 

（1）当社は、1950 年に設立され、建築資材事業を主たる事業領域として事業を展開してまいりまし

た。また、1971 年にマンション部門を、1972年に当社 100％出資の子会社を通じて一戸建住宅部門

を立ち上げ、事業領域の拡大を図るべく住宅事業に参入いたしました。また、近年ではホームセン

ター向け販売や木造建設事業といった非住宅分野にも事業展開をしております。さらに、子会社を

通じて、マンション管理事業、ケーブルテレビ事業等生活関連サービス事業へと事業領域を拡大し

てまいりました。 

しかし、当社は、2019年５月、金融商品取引法違反（有価証券報告書の虚偽記載）の容疑で横浜地

方検察庁等から強制捜査等を受け、同年８月、元代表取締役２名とともに横浜地方検察庁に起訴され

ました。また、同年９月には、株式会社東京証券取引所（以下、東京証券取引所といいます。）から、

内部管理体制等の不備を指摘され、当社株式が特設注意市場銘柄に指定されました（以下、これらの

一連の不祥事を「一連の事象」といいます。）。 

当社では、2019年５月に起訴された元代表取締役２名が辞任し、同年６月の株主総会において選任

された新しい経営陣の下において、2020年１月、「改善計画・状況報告書」を公表し、コーポレート・

ガバナンス体制の刷新、コンプライアンス意識の醸成とともに、需要創造に向けた施策を実施する一

方、子会社の整理・統合、有利子負債の圧縮、不採算事業のダウンサイジングなどに努め、一連の事

象が起こった要因を除去しつつ、利益を生み出すための体質への変貌・強化を図り、グループの財政

状況の改善と収益力改善に努めてまいりました。また、2019年８月には一連の事象に関与していた役

員が当社グループ各社の全ての役員を辞任しました。その結果、当社株式は、2020年12月に①役員構

成の大幅な見直しと取締役会の監督機能の強化、②グループ会社に対する整理・統合の推進及び連結

範囲の取扱い見直しによる非連結子会社の全社連結化の実施、③役職員のコンプライアンス意識の醸

成に向けた研修及び継続的な周知活動等の実施、④内部監査部門の大幅な人員増強、監査役会・会計

監査人との定期的な連携等、改善に向けた取組みが行われていることが認められ、特設注意市場銘柄

の指定が解除され、上場が維持されることが決定しました。 
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その間、同年６月16日には、証券取引等監視委員会から内閣総理大臣及び金融庁長官に対して、当

社に対する24百万円の課徴金納付命令を発出するよう勧告が行われ、同年６月18日付で審判手続開始

決定通知書を受領、同年９月10日付で金融庁長官より24百万円の課徴金納付命令の決定を受けました。

当社は、課徴金納付命令決定及び納付告知書に従い、国庫に納付いたしました。 

なお、当社元代表取締役２名とともに横浜地方検察庁に起訴されていた刑事事件につきましては、

当社は、両罰規定により2021年３月に罰金10百万円（求刑：罰金10百万円）に処するとの有罪判決を

受け、慎重に協議・検討した結果、控訴しないこととしたことにより裁判結果が確定しましたので、

2019年５月以来続いていた一連の事象への対応を終えました。 

当社は、引き続きコーポレート・ガバナンス体制と企業風土の再構築を図るとともに、より健全な

財政状況を目指し、収益力の改善に努め、企業価値を向上させることにより、株主、投資家の皆様及

び関係者の皆様、社会からの信頼回復に向けて取り組んでまいります。 

そして、当社の2021年３月期における売上高は2,140億69百万円（前期比14.9％減少）となったも

のの、粗利益率の改善、販売用不動産の売却を行ったこと及び経費削減に努めた結果、営業利益は44

億93百万円（前期比273.5％増加）、経常利益は39億42百万円（前期は３億57百万円）、親会社株主

に帰属する当期純利益は20億17百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失37億87百万円）とな

り、コロナ禍ではありましたが、一定規模の利益を出すことができました。 

 （2）創業70周年を迎えた当社は、2021年度を「新創業の年」と位置付けております。 

当社は、昨今の事業環境の大きな変化を新たな企業価値創造の機会ととらえ、経済価値のみなら

ず、ＳＤＧｓやＥＳＧ経営を通じて社会価値・環境価値を重視し、様々な社会課題解決の一翼を担う

ことで企業価値の持続的な向上を目指すべく検討を重ね、2021年度を初年度とする新たな中期経営

計画を策定し、2021年５月12日に公表しました。 

企業を取り巻く環境は想定を超えるスピードで変化しており、当社の事業領域におきましても、住

宅関連業界では、人口減少や少子高齢化等の人口動態の変化をはじめ、住まい方に対する消費者の価

値観の転換など、需要構造は大きく変化し、その対応が必要となっています。また、木材事業の分野

では、ウッドショックといわれる世界的な木材の不足、価格高騰が起こっておりますが、建築資材事

業を基幹事業として営んでまいりました当社は、このウッドショックを通じて、改めて当社の、主と

して住宅産業を通じた木材流通インフラを担う企業としての社会的役割を再認識するとともに、ビ

ジネスの再構築の機会ととらえるべきと考え、「新創業の年」にふさわしい新たな施策を検討してま

いりました。 

そして、当社は、事業の持続的成長及び企業価値向上を実現するためには、当社にない経営資源を

持ったパートナーと提携することにより、従来と異なるアプローチによる各種取組みを実行する必

要があると判断し、ヤマダホールディングスと資本業務提携契約を締結し、住生活産業に係る事業等

で相互の事業発展を図ることといたしました。 

それと同時に、当社は、本第三者割当増資で払い込まれる資金を利用して、2021年５月12日付け中

期経営計画並びに同月21日付け「『関東物流センター』第2期工事の再開及び首都圏物流網再構築に

関するお知らせ」及び同月25日付け「連結子会社における設備投資の実施に関するお知らせ」でステ

ークホルダーの皆様にご報告したとおり、大規模設備投資（以下「本設備投資」といいます。）を行

うことといたしました。 

物流センターに関する設備投資は、2019年３月に「関東物流センター」（埼玉県入間郡越生町）の

第１期工事を完了した後、同年５月に一連の事象が発覚したことによって中断しておりましたが、そ

の対応を終えたことで、同物流センターの第２期工事等を再開するものであります。また、同物流セ

ンター第２期工事竣工次第、首都圏物流網を再構築するため、首都圏における当社の物流の中核施設

であり、外環道に近い利便性の高い場所にある「越谷物流センター」（埼玉県越谷市）の設備が地盤

沈下や老朽化していること等から、建替工事を行って倉庫を複層化させるなどし、アッセンブル機能

及び現場物流機能を強化し、大手ビルダーとの取引拡大を図ります。 

さらに、当社の連結子会社で、ケーブルテレビ事業を営むＹＯＵテレビ株式会社（以下「ＹＯＵテ

レビ」といいます。）は、1993年に開局し、現在約28万世帯の皆様にご利用していただいております

が、既存の幹線の老朽化が進んでいることが課題となっておりました。既に、世の中は新世代通信技

術に対応するべく、光ファイバーを幹線として一般個人宅などへ接続することにより大容量・超高速

通信を可能とする、ＦＴＴＨ（ファイバー・トゥ・ザ・ホーム）化という幹線の光通信化が普及して

おり、また、若年層を中心に視聴対象がテレビからネット動画へと移行していることや、コロナ禍に

よるオンラインショッピング、オンライン会議等の利用が増えたことで、双方向での高速かつ安定し

たインターネットサービスのニーズがさらに高まっております。こうした状況に対応するため、幹線
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のＦＴＴＨ化を実施し、今後さらに需要の増加が見込まれるインターネットサービスを事業の柱とし

てまいります。 

 

２．本資本業務提携の内容等 

（1）業務提携の内容 

当社とヤマダホールディングスは、同社が住建事業で展開する株式会社ヤマダホームズ等の一戸建

を中心とした住宅産業と、当社の建築資材事業における木材をはじめとした住宅一棟分の資材の一括

受注及び総合物流機能のシナジーを発揮させ、相互の競争力及び取引の強化・拡充と、それぞれの企

業価値を向上させることを目的とし、包括的な業務提携契約を締結します。 

   

（2）資本提携の内容 

   当社は、第三者割当により、ヤマダホールディングスに対し、普通株式 2,100,000 株（第三者割当

増資後の所有議決権割合 18.49％、自己株式を除く発行済株式総数に対する所有割合 18.30％）を割り

当てます。 

本第三者割当増資の詳細については、後記「Ⅱ.第三者割当による新株式発行」をご参照ください。 

 

３．本資本業務提携の相手先の概要 

(1) 名 称 株式会社ヤマダホールディングス 

(2) 所 在 地 群馬県高崎市栄町１番１号 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長兼 COO 三嶋 恒夫 

(4) 事 業 内 容 
グループ経営戦略の企画・立案及びグループ会社の経営管理・監

督、グループ共通業務等 

(5) 資 本 金 71,077百万円（2021年３月31日現在） 

(6) 設 立 年 月 日 1983年９月１日 

(7) 発 行 済 株 式 数 966,560,272株（2021年３月31日現在） 

(8) 決 算 期 ３月31日 

(9) 従 業 員 数 （連結）24,300名（2021年３月31日現在） 

(10) 主 要 取 引 先 

パナソニックコンシューマーマーケティング株式会社、日立グロ

ーバルライフソリューションズ株式会社、シャープマーケティン

グジャパン株式会社、東芝コンシューママーケティング株式会

社、株式会社三菱電機ライフネットワーク 

(11) 主 要 取 引 銀 行 

株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社三菱ＵＦ

Ｊ銀行、株式会社東和銀行、株式会社群馬銀行、株式会社八十二

銀行、株式会社第四北越銀行 

(12) 
大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（2021 年３月 31 日現在） 

株主名 持株比率 

株式会社テックプランニング 

 

7.97％ 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

 
7.45％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 

 
5.57％ 

山田 昇 

 
3.53％ 

ソフトバンク株式会社 2.95％ 

 ステート ストリート バンク ウェスト クライア

ント トリーティー 505234 
2.45％ 

株式会社群馬銀行 

 

2.12％ 

 新生信託銀行株式会社ＥＣＭ ＭＦ信託口 8299001 

 

1.71％ 

 株式会社日本カストディ銀行（信託口７） 

 

1.63％ 

 ザ バンク オブ ニューヨーク 133972 1.56％ 

(13) 当社と割当予定先の関係 

 
資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 
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取 引 関 係 
当社は、ヤマダホールディングスの子会社である株式会社ヤマダ

ホームズ他と商品の販売及び仕入の取引があります。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

(14) 最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

決算期 2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 

連 結 純 資 産 591,593 645,166 672,545 

連 結 資 産 1,184,042 1,163,494 1,252,599 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 （円） 723.55 721.37 792.26 

連 結 売 上 高 1,600,583 1,611,538 1,752,506 

連 結 営 業 利 益 27,864 38,326 92,078 

連 結 経 常 利 益 36,889 46,074 98,875 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 14,692 24,605 51,798 

１ 株 当 た り 連 結 当 期 純 利 益 （円） 18.18 28.38 62.82 

１ 株 当 た り 配 当 金 （円） 13.00 10.00 18.00 

 

ヤマダホールディングスは、東京証券取引所市場第一部に株式を上場しており、その社会的信用は高く、

同社が東京証券取引所に提出したコーポレート・ガバナンスに関する報告書(最終更新日2021年６月29日)

の「Ⅳ 内部統制システムに関する事項」「２ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状

況」において、「当社はＥＳＧ経営、企業防衛の観点から、社会の秩序、企業の健全な事業活動の脅威とな

る反社会的な団体・個人との一切の関わりを断絶する為、『反社会的勢力の対応に関する基本方針』を制定

し、断固排除することが企業の社会的責任であると認識し、毅然とした態度で対応いたします。」と表明し

ていることから、同社及びその役員は反社会的勢力と関係を有していないと判断しております。 

 

４．日程 

(1) 
本資本業務提携契約に係る

取締役会決議 
2021年７月 16日（金） 

(2) 本資本業務提携契約締結日 2021年７月 16日（金） 

(3) 
本第三者割当増資に係る取

締役会決議日 
2021年７月 16日（金） 

(4) 払込期日 2021年８月２日（月） 

 

５．今後の見通し 

本資本業務提携による 2022 年３月期の当社連結業績に与える影響は軽微であります。今後、業績予想

修正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

Ⅱ．第三者割当による新株式発行 

 

１．募集の概要 

(1) 払 込 期 日 2021年８月２日 

(2) 発 行 新 株 式 数 普通株式 2,100,000株 

(3) 発 行 価 額 普通株式１株につき金1,867円 

(4) 調 達 資 金 の 額 3,920,700,000円 

(5) 
募集又は割当方法 

（割当予定先） 

第三者割当の方法によります。 

株式会社ヤマダホールディングス 2,100,000株 

(6) そ の 他 
上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とし

ます。 
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２．募集の目的及び理由 

(1) 本資金調達方法を選択した理由 

当社は、今回の資金調達を実施するに当たり、各種資金調達方法について、以下のとおり比較検討を

行いました。 

ア 銀行借入 

当社は、主として建築資材事業、住宅事業に係る経常運転資金のほぼすべてを銀行借入により調達

しております。「改善計画・状況報告書」にも記載したとおり、多額の借入金が一連の事象の要因と

なったことに鑑み、2019 年９月に当社株式が特設注意市場銘柄に指定された後、再発防止策の一環

として、取引銀行と協議を重ね、有利子負債の圧縮と適切な資金管理を進めるとともに、銀行からの

新規借入れのみに依存する体質の改善を目指しております。加えて、当社は、本設備投資は、既に一

連の事象に対する対応で着工が大幅に遅延したことに加え、建築資材事業においては、作業の安全

確保、大型物流センターの設置による配送効率の向上及び顧客サービスの向上による受注の増加、

また、ケーブルテレビ事業における競争力の維持の観点から、より迅速に行うべき重要な施策と位

置付けており、当該大規模設備投資を確実かつ円滑に遂行させる観点から、本設備投資に係る所要

資金の調達に目処をつけるとともに、将来の環境変化による当社の資金繰りへの影響を最小化する

必要があるものと考えており、負債性のある銀行借入による資金調達よりも、資本性のある資金調

達方法が望ましいと考えております。あわせて、本設備投資は回収期間が長期となる見込みである

ところ、その時々の環境下で借入れ条件が短期的に変わる可能性がある銀行借入を中心に実施する

ことは、本設備投資等の規模を鑑みて、必ずしも適切ではないと判断しました。 

イ 転換社債型新株予約権の発行 

短期間での資金調達が可能である一方、当社の負債を増加させることとなり、転換が進まない場

合には財務健全性が低下すること、また、償還時点で必要となる返済資金を確保できるかが現時点

では不透明であることから、今回の資金調達方法として適当でないと判断いたしました。 

ウ 公募増資 

公募増資は、多額の資金調達が可能でありますが、一般的に株式を発行するまでの準備期間が長

く、実施時期についても機動性に欠けることから、既に資金使途及び支出予定時期が明確になって

いる今回の資金調達方法としては適当でないと判断いたしました。 

エ 株主割当増資 

株主割当増資は、既存株主への公平性に配慮した手法でありますが、株主の応募率が不透明であ

り、どの程度の資金調達が可能なのか目途を立てることが困難であることから、既に資金使途及び

支出予定時期が明確になっている今回の資金調達方法として適当でないと判断いたしました。 

オ 第三者割当増資 

第三者割当増資は、必要な資金を短期間で確実に調達することが可能な方法です。 

そして、当社では、ヤマダホールディングスを割当先とする本第三者割当増資を行うことで合計

約 38 億円の資金調達を確実に行うことができるようになるとともに、同社と資本業務提携契約を締

結することができるようになったことから、上記資金調達と新たな企業価値の創造に向けた取組み

を同時に実現することができます。また、当社は、調達する資金を「３．調達する資金の額、使途及

び支出予定時期 （2）調達する資金の具体的な使途」に記載の使途に充当することで、当社の持続

的成長及び企業価値向上を実現し、最終的には株主の皆様の利益の向上につながるものと考えてお

ります。 

 

(2) 割当予定先を選定した理由 

当社は、上記資金調達の趣旨にご賛同いただくとともに、当社の事業概要及び事業戦略を理解し

たうえで、新たな事業展開のパートナーとなっていただける事業会社を割当予定先として検討して

きた結果、ヤマダホールディングスを選定いたしました。 

ヤマダホールディングスは、家電量販事業をコアに生活インフラとして「暮らしまるごと」のコン

セプトのもと、家電量販店としての新たなビジネスモデルの構築を行っており、当社グループは「お

客様の素適な住まいづくりを心を込めて応援する」という経営理念を掲げており、根源的な理念を同

じくしております。また、当社は、ヤマダホールディングスの子会社である株式会社ヤマダホームズ

とは、その前身である旧・小堀住研株式会社（1990年にエス・バイ・エル株式会社に社名変更）時代

から数十年来取引をさせていただいており、木材、建材及び住宅設備機器を同社へ販売しているほ

か、その後は、ヤマダホールディングスの他のグループ各社とも販売及び仕入の取引を継続的に行

い、良好な関係を築いてきました。 
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そうしたなか、当社では、特設注意市場銘柄の指定解除後の事業戦略を検討するなかで、2020年８

月頃にヤマダホールディングスを新しい事業領域のパートナー候補に挙げ、その後、複数回両社の意

向確認を行った後、10月から11月に同社に事業戦略の趣旨を伝えるとともに同社の出資意向を踏まえ

つつ具体的な交渉を進め、同年12月に特設注意市場銘柄指定の解除を受けた後、2021年１月には秘密

保持契約書を締結しました。そして、金融商品取引法違反事件の刑事裁判確定後である2021年４月か

らは、同社の意向を踏まえつつ本格的な交渉を行い、当該資金調達及び業務提携に向けた検討、協議

を重ねた結果、この度、第三者割当増資及び資本業務提携の契約を締結することとなりました。 

ヤマダホールディングスグループと当社グループは、住生活領域で極めて親和性が高く、相互に独

自の事業領域も多く存在し、多くの事業領域でシナジーが見込めることから、住生活産業等に係る事

業分野で、包括的に相互の強みを活かした新しい事業展開を行うことが可能となるものと思われ、割

当先として適当であると判断しております。 

 

(3) 資金調達の目的 

本第三者割当増資により、建築資材事業における物流センター、倉庫の新築及び建替とケーブル

テレビ事業における幹線のＦＴＴＨ化という必要不可欠な設備投資に要する資金を確保することが

できるとともに、2021 年５月 12 日に公表した中期経営計画に記載のとおり、自己資本比率の向上な

らびにＤ/Ｅレシオの改善など、財務体質をより強固なものにすることができると考えております。

また、同時に、ヤマダホールディングスとより密接な関係を築くことで、持続的な成長と中長期的な

企業価値向上を図るためのより安定した経営基盤を構築することができるものと考えております。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（1）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 3,920,700,000円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 167,000,000円 

③ 差 引 手 取 概 算 額 3,753,700,000円 

（注 1）発行諸費用の概算額の内訳は、アドバイザリーフィー、弁護士費用、登記費用等の合計額であり

ます。 

（注 2）発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（2）調達する資金の具体的な使途 

上記の差引手取概算額 3,753 百万円については、以下の使途に充当する予定です。なお、調達資金を

実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。 

なお、下記一覧表の総予定金額のうち差引手取概算額を超える金額については、当社グループの自己

資金及び今後の営業活動等により得られる資金でまかなう予定でおります。 

 

具体的な使途 予定金額（円） 支出予定時期（決済ベース） 

関東物流センター第２期工事 800,000,000 2022年５月から 2022年 12月 

首都圏物流網再構築 3,200,000,000 2023年３月から 2024年６月 

ＹＯＵテレビの設備投資 2,500,000,000 2021年９月から 2024年３月 
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ア 当社物流センターの設備投資 

  ⅰ 関東物流センター第２期工事 

当社は、2021年９月から 2022年９月頃にかけて、関東物流センター第２期工事を行います。同

工事は、2019 年５月以来中止していた工事を再開するものであり、倉庫等２棟を新築します。倉

庫スペースの制約により、同一事業の商品が関東物流センターと越谷物流センターに在庫として

分散していることなどから配送が不効率となっており、対策が急務となっています。この工事代

金は設計料、本体工事など約８億円を予定しております。当社は、この工事に関し、2022 年５月

から 2022 年 12 月にかけて、本第三者割当増資による調達資金のうち約８億円を使用する予定で

おります。  

ⅱ 首都圏物流網再構築 

当社は、関東物流センター第２期工事竣工後、2022年９月頃から 2024年３月頃にかけて、首都

圏物流網の再構築を行います。特に、越谷物流センター（埼玉県越谷市）は首都圏における物流の

中核施設となっていますが、慢性的にキャパシティーオーバーの状態で、新規受注に支障をきたし

ているため、複層階の倉庫に建て替える工事を行います。また、現在の設備は地盤沈下し、老朽化

も進んでいることから、作業の安全確保のためにも急ぎ対策をする必要があります。 

なお、同工事は、越谷物流センターに保管する在庫を関東物流センターに移転させた後に着手す

る必要があることから、関東物流センター第２期工事竣工後に行う予定です。この工事代金は既存

倉庫の解体費、設計料、本体工事など約 32 億円を予定しており、2023 年３月から 2024 年６月に

かけて、本第三者割当増資による調達資金のうち約 15 億円を使用する予定です。なお、残金につ

いては、自己資金及び今後の営業活動等により得られる資金でまかなう予定でおります。 

 イ ＹＯＵテレビの設備投資 

「Ⅰ. 本資本業務提携の概要 １．本資本業務提携に至る経緯・目的」に記載のとおり、幹線の

ＦＴＴＨ化工事を行います。この工事代金は基地局の設置、光ファイバーケーブルの敷設など約 25

億円を予定しております。当社は、2021 年９月から 2024年３月にかけて、本第三者割当増資によ

る調達資金のうち、約 15 億円をＹＯＵテレビに貸し付けることにより実施する予定です。なお、

残金については、当社の自己資金及び今後の営業活動等により得られる資金の貸し付け並びにＹＯ

Ｕテレビの自己資金及び今後の営業活動等により得られる資金でまかなう予定でおります。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

上記「２．募集の目的及び理由」に記載のとおり、今回の設備投資は、当社グループの企業価値向上に

必要不可欠なものであり、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 （2）調達する資金の

具体的な使途」欄記載の資金使途には合理性があると判断しております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（1）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

発行価額は、2021 年７月 16 日開催の本第三者割当増資に係る取締役会決議日（以下「本取締役会決議

日」といいます。）の直前営業日である 2021 年７月 15 日の東京証券取引所における当社株式の終値から

6.98％ディスカウント（小数点以下第三位を四捨五入、以下、株価に対するディスカウント率又はプレミ

アム率の数値の計算について同様に計算しております。）した 1,867 円といたしました。 

上記発行価額は、本取締役会決議日直近の市場価格であり算定根拠として客観性が高く、かつ合理的で

ある本取締役会決議日の直前営業日の終値を基準とし、割当予定先と協議のうえ決定しました。 

なお、当該発行価額 1,867 円は、本取締役会決議日の直前１ヶ月（2021 年６月 16 日～2021 年７月 15

日）における当社株式の終値の平均 2,031 円（円未満切り捨て、以下、株価の計算について同様に計算し

ております。）に対して 8.07％のディスカウント、同直前３ヶ月間（2021年４月 16 日～2021年７月 15

日）における当社株式の終値の平均 1,991 円に対して 6.23％のディスカウント、同直前６ヶ月間（2021

年１月 18日～2021 年７月 15 日）における当社株式の終値の平均 1,863 円に対して 0.21％のプレミアム

となります。 

上記発行価額は、本取締役会決議の前営業日の直前１ヶ月間、直前３ヶ月間及び直前６ヶ月間の終値の

平均値に 0.9 を乗じた額以上の価格であることからも、当社は本第三者割当増資が特に有利な価格での

発行に該当しないと判断しております。 

また、この考え方は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠しております。 

なお、当社監査役会（監査役５名、うち社外監査役４名）から、上記算定根拠による発行価額の決定方

法は、当社普通株式の価値を表す客観的な値である市場価格を基準とし、日本証券業協会の「第三者割当
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増資の取扱いに関する指針」に準拠したものであり、当社の直近の財政状態及び経営成績等を勘案して

適正かつ妥当であり、割当予定先に特に有利ということはなく、適法であるとの意見を得ております。 

 

（2）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当増資による新株発行 2,100,000 株は、当社発行済株式総数 9,656,119 株に対して

21.75％（2021 年３月 31 日時点の総議決権数 92,558 個に対する議決権数の割合は 22.69％）でありま

す。 

当社は、上記の資金需要のうち自己資金でまかなうことができない資金を第三者割当増資によって

調達できるようにするのと同時に、割当先と本資本業務提携契約を結ぶことで新しい事業展開を図る

ことを理想と考え、割当先の出資に関する意向を踏まえつつ、継続的に交渉を行ってきた結果、ヤマダ

ホールディングスを割当先とする本第三者割当増資に至りました。本第三者割当増資では、割当先から

払い込まれる資金は約 38億円と見込まれるところ、残額については自己資金及び営業活動等から得ら

れる資金でまかなうこととしましたが、これは、当社グループが保有する自己資金から、当面の運転資

金、本件を除く設備投資資金、金融機関への返済等に充てるべき資金など、本設備投資に充てるべきで

ない資金を差し引いたうえ、合理的な支出をすることで必要以上の希薄化が生じないよう考慮したも

のです。 

本第三者割当増資によれば、「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（2）調達する資金の

具体的な使途」に記載のとおり、当社の中長期的な企業価値の向上に必要不可欠な大規模設備投資を実

現できるうえ、それと同時に、ヤマダホールディングスとの資本業務提携により収益拡大の機会を増や

すことが可能となります。加えて、「６．割当予定先の選定理由等 （3）割当予定先の保有方針」に

記載のとおり、割当先が本第三者割当により取得する株式を中長期的に保有する方針であることを確

認しておりますので、割り当てた株式が短期的に株式市場へ流出することによって当社株式の株価が

急落するおそれはないものと考えられます。 

したがって、今回の発行数量及びこれによって生じる当社株式の希薄化の規模は合理的であると判

断しました。 
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６．割当予定先の選定理由等 

（1）割当予定先の概要 

前記「Ⅰ. 本資本業務提携の概要 ３．本資本業務提携の相手先の概要」をご参照ください。 

（2）割当予定先を選定した理由 

前記「Ⅱ．第三者割当による新株式発行 ２．募集の目的及び理由 (2)割当予定先を選定した理由」

をご参照ください。 

（3）割当予定先の保有方針 

当社は、割当予定先であるヤマダホールディングスから、純投資を目的として中長期的に保有する方

針である旨を確認しております。 

なお、当社は、ヤマダホールディングスとの間で、割当後２年以内に割当先が当該株式の全部または

一部を譲渡した場合、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数等を当社に書面により報告す

ること、当社が当該報告内容を東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供

されることに同意する旨の確約書を締結する予定です。 

 

（4）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、ヤマダホールディングスが 2021年６月 29日に提出した 2021年３月期に係る有価証券報告書

に記載された連結貸借対照表における、総資産、純資産及び現金及び預金（74,438 百万円）等の状況か

ら、本第三者割当増資の払込みについて十分な資力を有していることを確認しております。 

 

７．第三者割当後の大株主及び持株比率 

第三者割当前（2021年３月31日現在） 第三者割当後 

技研ホールディングス株式会社 10.58％ 株式会社ヤマダホールディングス 18.30％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口） 

5.28％ 技研ホールディングス株式会社 10.32％ 

株式会社横浜銀行 4.96％ 
日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
4.31％ 

株式会社みずほ銀行 4.95％ 株式会社横浜銀行 4.05％ 

3D OPPORTUNITY MASTER FUND 3.83％ 株式会社みずほ銀行 4.04％ 

株式会社りそな銀行 3.56％ 3D OPPORTUNITY MASTER FUND 3.13％ 

明治安田生命保険相互会社 3.43％ 株式会社りそな銀行 2.91％ 

ナイス従業員持株会 2.42％ 明治安田生命保険相互会社 2.80％ 

株式会社日本カストディ銀行 

（信託口） 
2.38％ ナイス従業員持株会 1.97％ 

パナソニック株式会社 2.24％ 
株式会社日本カストディ銀行 

（信託口） 
1.95％ 

（注 1）2021年３月 31日現在の株主名簿に基づき記載しております。なお、技研ホールディングス株式

会社は、2021 年５月 24 日付けで大量保有報告書の変更報告書を提出しているため、第三者割当

後の持株比率については、当該大量保有報告書の変更報告書に記載されている保有株式数に基づ

き計算しております。 

（注 2）第三者割当前の持株比率は発行済株式総数（自己株式を除く）に対する所有株式数の割合を記載

しております。 

（注 3）第三者割当後の持株比率は、第三者割当前の発行済株式総数（自己株式を除く）に本第三者割当

増資で交付される株式数（2,100,000 株）を加算して計算しております。 

（注 4）小数点以下第三位を四捨五入しております。 

 

８．今後の見通し 

本第三者割当による 2022 年３月期の当社連結業績に与える影響は軽微であります。今後、業績予想修

正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 
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９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

 本第三者割当は、①希薄化率 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないことから、

東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思

確認手続きを要しません。 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（1）最近３年間の業績（連結） 

決算期 2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 

連 結 売 上 高 244,183  251,475 214,069 

連 結 営 業 利 益 1,456 1,203 4,493 

連 結 経 常 利 益 784 357 3,942 

親会社株主に帰属する当期純利益又は

親会社株主に帰属する当期純損失(△) 
368 △3,787 2,017 

1 株当たり連結当期純利益又は 

1 株当たり連結当期純損失(△) 
（円） 39.34 △403.85 216.09 

1 株 当 た り 連 結 純 資 産 （円） 4,290.97 3,474.38 3,904.25 

1 株 当 た り 配 当 金 （円） － － 30.00 

 （単位：百万円。特記しているものを除く。） 

（2）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2021年３月 31日現在） 

 株式数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 9,656,119 株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額） 
に お け る 潜 在 株 式 数 

－ － 

下限値の転換価額（行使価額） 
に お け る 潜 在 株 式 数 

－ － 

上限値の転換価額（行使価額） 
に お け る 潜 在 株 式 数 

－ － 

（3）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

（4）最近の株価の状況 

①最近３年間の状況 

 2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 

始 値 1,443 円 892円 920円 

高 値 1,480 円 1,359 円 1,964 円 

安 値 792円 515円 734円 

終 値 891円 920円 1,881 円 

 

②最近６ヶ月間の状況 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

始 値 1,589 円 1,483 円 1,881 円 1,882 円 1,989 円 2,047 円 

高 値 1,612 円 1,899 円 1,964 円 1,998 円 2,045 円 2,170 円 

安 値 1,402 円 1,458 円 1,675 円 1,671 円 1,745 円 1,952 円 

終 値 1,486 円 1,881 円 1,881 円 1,970 円 2,028 円 2,046 円 

 

③発行決議日前営業日における株価 

 2021年７月 15日 

始 値 2,018 円 

高 値 2,024 円 

安 値 1,997 円 

終 値 2,007 円 
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11．発行要項 

(1) 募集株式数 普通株式 2,100,000株 

(2) 払込金額 １株につき1,867円 

(3) 払込金額の総額 3,920,700,000円 

(4) 資本金組入額 １株につき933.5円 

(5) 資本金組入額の総額 1,960,350,000円 

(6) 募集又は割当方法 第三者割当の方法によります。 

(7) 割当先 株式会社ヤマダホールディングス 2,100,000株 

(8) 申込期間 2021年８月２日 

(9) 払込期日 2021年８月２日 

(10) その他 
上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件

とします。 
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Ⅲ．主要株主の異動について 

 

１．異動が生じる経緯 

2021年８月２日を払込期日とする本第三者割当による本新株式の発行により、当社の主要株主に異

動が生じる見込みです。 

 

２．異動予定日 

2021年８月２日 

 

３．異動する株主の概要 

下記主要株主となるヤマダホールディングスの概要は、前記「Ⅰ. 本資本業務提携の概要 ３．本資

本業務提携の相手先の概要」をご参照ください。 

 

（主要株主となるもの） 

ヤマダホールディングス 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接保有分 合算対象分 合計 

異動前 ― ― ― ― ― 

異動後 
主要株主である筆頭

株主 

21,000個 

（18.49％） 
― 

21,000個 

（18.49％） 
第１位 

（注 1）上記議決権の数、所有株式数及び総株主の議決権の数に対する割合については、2021年３月 31

日現在の総議決権数（92,558 個）に、本第三者割当により発行される本新株株式数（2,100,000

株）に係る議決権の数（21,000個）を加えた議決権数（113,558個）を分母として算出しており

ます。 

（注 2）総株主の議決権の数に対する割合は、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

 

４．今後の見通し 

今回の主要株主の異動による 2022年３月期の当社連結業績に与える影響は軽微であります。今後、

業績予想修正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

なお、新たに主要株主になるヤマダホールディングスの保有方針については、「Ⅱ．第三者割当によ

る新株式発行 ６．割当予定先の選定理由等 （3）割当予定先の保有方針」に記載のとおりです。 

 

以  上 


